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主
な
議
案
の
説
明

【
議
案
第
１
号
】む
つ
市
行
政
不
服
審
査
条
例

【
議
案
第
２
号
】行
政
不
服
審
査
法
の
施
行
に
伴
う

関
係
条
例
の
整
備
に
関
す
る
条
例

　
　

行
政
不
服
審
査
法
の
全
部
改
正
に
伴
い
、

同
法
の
規
定
に
基
づ
く
不
服
審
査
に
関
し
必

要
な
事
項
を
定
め
、
お
よ
び
関
係
条
例
の
整

備
を
す
る
た
め
の
も
の

【
議
案
第
５
号
】む
つ
市
地
域
基
盤
安
定
化
基
金
条
例

　
　

地
域
住
民
の
連
帯
強
化
、
生
活
基
盤
の
安

定
化
ま
た
は
地
域
振
興
に
資
す
る
事
業
に
活

用
す
る
た
め
、
合
併
特
例
債
を
財
源
と
し
て

基
金
を
設
置
す
る
も
の

【
議
案
第
８
号
】む
つ
市
特
定
用
途
制
限
地
域
内
に

お
け
る
建
築
物
等
の
用
途
の
制
限
に
関
す
る
条
例

　
　

む
つ
都
市
計
画
特
定
用
途
制
限
地
域
内
に

お
け
る
建
築
物
等
の
用
途
の
制
限
に
関
し
必

要
な
事
項
お
よ
び
特
定
用
途
制
限
地
域
内
建

築
制
限
特
例
許
可
申
請
手
数
料
を
定
め
る
た

め
の
も
の

【
議
案
第
13
号
】む
つ
市
職
員
の
給
与
の
特
例
に
関

す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

　
　

平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
29
年
３
月

31
日
ま
で
の
間
、
市
職
員
の
給
料
月
額
を
減

額
す
る
た
め
の
も
の

【
議
案
第
14
号
】む
つ
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例

　
　

地
方
税
法
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
市
税
に

係
る
徴
収
の
猶
予
お
よ
び
換
価
の
猶
予
に
係

る
規
定
を
整
備
し
、
並
び
に
減
免
の
申
請
期

限
を
延
長
す
る
た
め
の
も
の

【
議
案
第
15
号
】む
つ
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例

　
　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
の
収
支
均
衡
を
図

る
た
め
、
税
率
を
改
正
す
る
も
の

【
議
案
第
17
号
】む
つ
市
防
災
会
議
条
例
及
び
む
つ

市
災
害
対
策
本
部
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

　
　

災
害
対
策
基
本
法
の
改
正
に
伴
い
、
む
つ
市

防
災
会
議
の
所
掌
事
務
等
を
見
直
す
ほ
か
、
所

要
の
条
文
整
理
を
す
る
た
め
の
も
の

【
議
案
第
18
号
】む
つ
市
過
疎
地
域
自
立
促
進
計
画

に
つ
い
て

　
　

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
の
有
効
期

限
の
延
長
に
伴
い
、
平
成
28
年
度
か
ら
平
成
32

年
度
ま
で
を
計
画
期
間
と
す
る
む
つ
市
過
疎
地

域
自
立
促
進
計
画
を
定
め
る
た
め
の
も
の

【
議
案
第
21
号
】平
成
27
年
度
む
つ
市
一
般
会
計
補

正
予
算

　
　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
財
政
調
整
基
金
費
お

よ
び
地
域
振
興
基
金
費
の
増
額
並
び
に
都
市

計
画
費
の
下
水
道
事
業
特
別
会
計
操
出
金
お

よ
び
横
迎
町
中
央
２
号
線
整
備
事
業
費
の
減

額
の
ほ
か
人
件
費
の
増
減
調
整
に
よ
る
も
の

　
　

歳
入
に
つ
い
て
は
、
事
業
と
の
関
連
に
よ

る
国
・
県
支
出
金
お
よ
び
市
債
の
増
減
調
整

に
よ
る
も
の

・
補
正
額（
減
額
補
正
）

２
億
６
２
７
０
万
８
０
０
０
円

【
議
案
第
22
号
】平
成
27
年
度
む
つ
市
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
補
正
予
算

　
　

国
民
健
康
保
険
調
整
交
付
金
の
算
定
方
法

の
改
正
に
伴
い
、
歳
出
で
は
直
営
診
療
施
設

勘
定
繰
出
金
を
、
歳
入
で
は
特
別
調
整
交
付

金
を
そ
れ
ぞ
れ
増
額
す
る
も
の

・
補
正
額（
増
額
補
正
） 

８
２
７
３
万
１
０
０
０
円

【
議
案
第
36
号
】平
成
27
年
度
む
つ
市
一
般
会
計
補

正
予
算

　
　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
地
方
創
生
加
速
化
事

業
費
を
、
歳
入
に
つ
い
て
は
事
業
と
の
関
連

に
よ
り
国
庫
支
出
金
等
を
計
上
す
る
も
の

　
　

ま
た
、
北
海
道
新
幹
線
開
業
を
ト
リ
ガ
ー
と

し
た
む
つ
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
推
進
事
業

ほ
か
４
事
業
は
、
年
度
内
の
完
了
が
見
込
め
な

い
こ
と
か
ら
繰
越
明
許
費
を
追
加
す
る
も
の

・
補
正
額（
増
額
補
正
） 

７
０
９
５
万
５
０
０
０
円

【
報
告
第
２
・
３
・
５
号
】専
決
処
分
し
た
事
項
の

報
告
に
つ
い
て
（
和
解
及
び
損
害
賠
償
の
額
を
定

め
る
こ
と
に
つ
い
て
）

　

平
成
27
年
10
月
19
日
に
発
生
し
た
自
動
車

損
傷
事
故
（
報
告
第
２
号
）、
平
成
27
年
11
月
24

日
に
発
生
し
た
自
動
車
損
傷
事
故
（
報
告
第
３

号
）、
平
成
27
年
12
月
28
日
に
発
生
し
た
自
動

車
事
故
（
報
告
第
５
号
）つ
い
て
、
和
解
し
、
損

害
賠
償
の
額
を
定
め
た
も
の

【
報
告
第
４
・
７
号
】専
決
処
分
し
た
事
項
の
報
告

及
び
承
認
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
平
成
27
年

度
む
つ
市
一
般
会
計
補
正
予
算
）

　

道
路
等
の
除
排
雪
費
用
に
多
額
の
経
費
を
要

し
た
こ
と
か
ら
除
排
雪
委
託
料
に
係
る
関
係
予

算
を
専
決
処
分
し
た
も
の

・
補
正
額（
増
額
補
正
）

　
　

報
告
第
４
号　

１
億
５
０
０
０
万
円

　
　

報
告
第
７
号　

１
億
５
０
０
０
万
円

【
報
告
第
６
号
】専
決
処
分
し
た
事
項
の
報
告
及

び
承
認
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
平
成
27
年
度

む
つ
市
一
般
会
計
補
正
予
算
）

　

年
金
生
活
者
等
支
援
臨
時
福
祉
給
付
金
給
付

事
業
に
係
る
関
係
予
算
を
専
決
処
分
し
た
も
の

（
年
度
内
に
事
業
の
完
了
が
見
込
め
な
い
こ
と

か
ら
繰
越
明
許
費
を
設
定
）

・
補
正
額（
増
額
補
正
） 

２
億
８
６
４
１
万
５
０
０
０
円

【
議
員
提
出
議
案
第
１
号
】む
つ
市
議
会
議
員
定

数
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

　

次
の
む
つ
市
議
会
議
員
一
般
選
挙
か
ら
む
つ

市
議
会
議
員
の
定
数
を
22
人
に
改
め
る
た
め
の

も
の

※
平
成
28
年
度
一
般
会
計
予
算
お
よ
び
各
会
計
予
算
に

お
け
る
審
査
内
容
に
つ
い
て
は
22
・
23
ペ
ー
ジ
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

むつ市議会だより
－第227回定例会－  平成 28年 2月24日～ 3月18日

　むつ市議会第227回定例会が、去る2月24日から3月18日までの24日間の会期で開かれました。
　今定例会では36議案・7報告・1議員提出議案が上程され、審議の結果、それぞれ可決・同意・承認・報告されました。
　「むつ市議会だより」では、定例会におけるそれぞれの議案の審議内容、議決の結果、一般質問の要旨、各常任委員
会の活動等について、ご紹介します。

編集 むつ市議会広報広聴委員会
発行 むつ市議会
青森県むつ市中央一丁目８番１号
　　　　　　　　　　22-1111

議会だより
２０１６．５
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【
議
案
第
５
号
】む
つ
市
地
域
基
盤
安
定
化
基
金
条
例

○
質
疑　

合
併
特
例
債
に
は
期
限
が
あ
る
が
、

基
金
も
同
様
か
。
ま
た
、
合
併
特
例
債
と
し

て
事
業
に
使
用
す
る
の
と
、
基
金
に
積
み
立

て
た
後
に
事
業
に
使
用
す
る
場
合
の
違
い
は
。

○
答
弁　

合
併
特
例
債
活
用
の
期
限
は
、
充
当

の
場
合
と
基
金
積
立
の
場
合
も
、
市
町
村
の

合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
策
定

さ
れ
て
い
る
「
新
市
ま
ち
づ
く
り
計
画
」の
計

画
期
間
で
あ
る
平
成
31
年
度
ま
で
と
な
っ
て

い
る
。
ま
た
、
合
併
特
例
債
を
直
接
事
業
に

充
当
す
る
場
合
は
、
活
用
期
限
を
平
成
31
年

ま
で
に
限
定
さ
れ
、
使
い
途
は
市
道
整
備
や

学
校
等
の
ハ
ー
ド
事
業
に
限
ら
れ
て
い
る
。

　
　

こ
れ
に
対
し
基
金
に
積
み
立
て
た
後
に
活

用
す
る
場
合
は
、
ハ
ー
ド
事
業
の
ほ
か
ソ
フ

ト
事
業
へ
の
充
当
が
可
能
で
幅
広
く
活
用
を

図
る
こ
と
が
で
き
、
基
金
の
積
立
に
係
る
合

併
特
例
債
の
発
行
期
限
は
平
成
31
年
度
で
あ

る
も
の
の
、
基
金
と
し
て
積
み
立
て
た
も
の

に
つ
い
て
は
平
成
32
年
度
以
降
に
お
い
て
も

運
用
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
。

【
議
案
第
８
号
】む
つ
市
特
定
用
途
制
限
地
域
内
に

お
け
る
建
築
物
等
の
用
途
の
制
限
に
関
す
る
条
例

○
質
疑　

こ
の
条
例
に
よ
っ
て
ど
う
変
わ
る
の
か
。

○
答
弁　

こ
の
条
例
に
よ
り
、
市
街
地
の
拡
大

に
つ
な
が
る
大
規
模
小
売
店
舗
等
の
立
地
が

制
限
さ
れ
、
新
た
な
イ
ン
フ
ラ
整
備
や
都
市

機
能
の
維
持
管
理
費
の
発
生
を
防
ぎ
、
人
口

減
少
社
会
に
対
応
で
き
る
持
続
可
能
な
ま
ち
、

す
な
わ
ち
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
を
目
指
し
て

い
く
も
の
で
あ
る
。

【
議
案
第
13
号
】む
つ
市
職
員
の
給
与
の
特
例
に
関

す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

○
質
疑　

人
件
費
削
減
額
を
い
く
ら
見
込
ん
で

い
る
の
か
。
ま
た
、
来
年
度
以
降
の
削
減
は

考
え
て
い
な
い
と
の
理
解
で
よ
い
か
。

○
答
弁　

３
％
の
減
額
に
よ
り
７
３
６
２
万

　

４
０
０
０
円
を
見
込
ん
で
お
り
50
％
の
管
理

　

職
手
当
減
額
分
を
含
め
る
と
９
５
８
６
万

　

１
０
０
０
円
と
な
る
。

　
　

こ
の
減
額
措
置
に
つ
い
て
は
職
員
組
合
と

の
交
渉
の
結
果
、
財
政
状
況
等
を
踏
ま
え
毎

年
協
議
す
る
こ
と
と
し
、
現
在
の
と
こ
ろ
長

く
て
も
３
年
で
終
了
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

【
議
案
第
15
号
】む
つ
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例

○
質
疑　

今
回
の
引
き
上
げ
理
由
は
平
成
26
年

度
か
ら
29
年
度
ま
で
の
国
保
財
政
の
収
支
均

衡
を
図
る
と
の
こ
と
だ
が
、
今
後
の
国
保
税

の
引
き
上
げ
は
な
い
と
理
解
し
て
い
い
の
か
。

○
答
弁　

こ
の
度
の
税
率
改
正
は
平
成
25
年
度

に
策
定
し
た
「
む
つ
市
国
民
健
康
保
険
財
政
健

全
化
指
針
」に
基
づ
き
、
平
成
26
年
度
か
ら
平

成
29
年
度
ま
で
の
４
か
年
の
収
支
均
衡
を
図

る
た
め
最
低
限
度
必
要
な
額
を
確
保
し
、
国

保
の
安
定
し
た
財
政
運
営
を
目
的
と
し
た
も

の
で
、
少
な
く
と
も
平
成
29
年
度
ま
で
は
引

き
上
げ
は
な
い
が
、
平
成
30
年
度
以
降
に
つ

い
て
は
県
単
位
で
運
営
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、

そ
の
後
の
保
険
税
率
に
つ
い
て
は
、
医
療
費

水
準
、
所
得
水
準
、
年
齢
構
成
お
よ
び
保
健

事
業
費
等
を
考
慮
し
た
う
え
で
、
県
が
示
す

標
準
保
険
料
率
を
基
準
と
し
て
各
市
町
村
が

定
め
る
こ
と
と
な
る
。

【
議
案
第
21
号
】平
成
27
年
度
む
つ
市
一
般
会
計
補

正
予
算

○
質
疑　

９
１
７
７
万
５
０
０
０
円
の
臨
時
財
政

対
策
債
を
計
上
し
て
い
る
が
、
総
額
は
い
く
ら
に

な
り
、
返
済
の
目
途
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
。

○
答
弁　

今
回
の
補
正
予
算
で
計
上
し
た

９
１
７
７
万
５
０
０
０
円
を
含
め
る
と
、
今
年

　

度
は
10
億
６
１
７
７
万
５
０
０
０
円
と
な
り
、

　

こ
れ
ま
で
の
累
積
発
行
額
は
１
６
５
億

　

７
９
７
８
万
６
０
０
０
円
と
な
る
。
こ
れ
ま
で

の
償
還
済
額
は
39
億
８
３
０
３
万
６
０
０
０

円
で
、
残
高
は
１
２
５
億
９
６
７
５
万
円
と

な
っ
て
い
る
。

　
　

こ
の
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
国
の
地
方
交

付
税
と
し
て
交
付
す
べ
き
財
源
が
不
足
し
た

際
に
穴
埋
め
と
し
て
該
当
す
る
地
方
公
共
団

体
自
ら
に
地
方
債
を
発
行
さ
せ
る
制
度
で
、

償
還
に
要
す
る
費
用
は
後
年
度
の
地
方
交
付

税
で
１
０
０
％
措
置
さ
れ
る
た
め
、
実
質
的

に
は
地
方
交
付
税
の
代
替
財
源
と
し
て
見
て

差
し
支
え
な
い
も
の
で
あ
る
。

　
　

し
か
し
な
が
ら
普
通
建
設
事
業
に
係
る
起
債

残
高
が
減
少
す
る
中
、
こ
の
臨
時
財
政
対
策
債

の
増
加
に
よ
る
、
公
債
費
と
市
債
の
現
在
高
が

高
止
ま
り
し
て
い
る
状
況
に
加
え
財
政
の
硬
直

化
の
要
因
と
も
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
臨
時

財
政
対
策
債
の
発
行
を
抑
制
し
た
い
と
こ
ろ
で

は
あ
る
が
、
厳
し
い
財
政
状
況
か
ら
発
行
を
余

儀
な
く
さ
れ
て
い
る
状
況
で
あ
る
。

【
議
案
第
27
号
】平
成
28
年
度
む
つ
市
一
般
会
計
予
算

○
質
疑　

予
算
編
成
に
お
い
て
、
財
政
の
健
全

化
を
最
重
点
事
項
と
し
、
事
業
の
抜
本
的
な

見
直
し
も
含
め
た
徹
底
し
た
緊
縮
財
政
を
基

本
と
し
た
と
あ
る
が
、
見
直
し
た
事
業
お
よ

び
廃
止
し
た
事
業
は
ど
れ
だ
け
あ
る
の
か
。

ま
た
、
そ
の
見
直
し
に
よ
り
ど
れ
く
ら
い
の

削
減
効
果
が
あ
る
の
か
。

○
答
弁　

主
な
見
直
し
項
目
と
し
て
は
、
事
業
実

施
年
度
の
延
伸
や
事
業
規
模
の
縮
小
等
に
よ
る

普
通
建
設
事
業
費
の
抑
制
、
ま
た
、
基
金
の
繰

替
運
用
等
に
よ
り
一
時
借
入
金
を
削
減
し
て
い

る
。
併
せ
て
、
施
設
の
管
理
運
営
の
見
直
し
と

し
て
、
利
用
状
況
等
に
基
づ
き
開
設
日
お
よ
び

時
間
の
調
整
、
施
設
機
能
の
集
約
化
、
委
託
業

務
内
容
の
見
直
し
な
ど
に
よ
り
、
施
設
管
理
運

営
費
を
削
減
し
た
ほ
か
、
む
つ
下
北
情
報
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
の
改
修
や
業
務
シ
ス
テ
ム
系
サ
ー

バ
ー
機
器
の
集
約
等
に
よ
り
、
情
報
シ
ス
テ
ム

関
連
の
管
理
経
費
を
削
減
、
さ
ら
に
街
路
灯
Ｌ

Ｅ
Ｄ
化
事
業
に
よ
り
電
気
料
お
よ
び
修
繕
費
の

削
減
を
図
っ
て
い
る
。

　
　

廃
止
す
る
事
業
と
し
て
は
、
川
内
於
法
岳

ス
キ
ー
場
運
営
事
業
の
ほ
か
、
チ
ャ
イ
ル
ド

シ
ー
ト
貸
出
事
業
、
蜂
の
巣
駆
除
事
業
、
ま
た
、

小
規
模
事
業
者
改
善
資
金
利
子
補
給
事
業
に

つ
い
て
は
、
平
成
28
年
度
か
ら
段
階
的
に
廃

止
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
　

全
て
の
事
業
に
お
い
て
、
検
討
、
見
直
し
を

行
な
っ
た
結
果
、
財
源
対
策
額
は
、
前
年
度
比

較
で
約
１
億
９
０
０
０
万
円
の
削
減
と
な
っ
た
。

議
員
提
出
議
案

【
議
員
提
出
議
案
第
１
号
】

　

む
つ
市
議
会
議
員
定
数
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例

討
論（
反
対
討
論
）

　

以
下
の
６
議
案
に
対
し
反
対
討
論
が
あ
り
ま

し
た
。

○
議
案
第
13
号　

む
つ
市
職
員
の
給
与
の
特
例

に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

○
議
案
第
15
号　

む
つ
市
国
民
健
康
保
険
税
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

○
議
案
第
27
号　

平
成
28
年
度
む
つ
市
一
般
会

計
予
算

○
議
案
第
28
号　

平
成
28
年
度
む
つ
市
国
民
健

康
保
険
特
別
会
計
予
算

○
議
案
第
34
号　

平
成
28
年
度
む
つ
市
水
道
事

業
会
計
予
算

○
議
員
提
出
議
案
第
１
号　

む
つ
市
議
会
議
員

定
数
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

議案質疑・討論等議案に対し、通告のあった質疑とその答弁および討論等についてご紹介します。

議会だより
２０１６．５
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議案賛否一覧 今定例会で審議された議案の議決結果・賛否の一覧をご紹介します。

賛否の分かれた案件

議

決

結

果

賛否

改革改新 公明・政友会 自民クラブ 市誠クラブ 創世むつ 会派に属しない議員

　　　　　　　　　　会派名
　　　　　　　　　　議員氏名

　議案名

斉
　
藤
　
孝
　
昭

冨
　
岡
　
幸
　
夫

村
　
中
　
徹
　
也

菊
　
池
　
光
　
弘

岡
　
崎
　
健
　
吾

鎌
　
田
　
ち
よ
子

白
　
井
　
二
　
郎

中
　
村
　
正
　
志

野
　
呂
　
泰
　
喜

濵
　
田
　
栄
　
子

佐
々
木
　
　
　
肇

浅
　
利
　
竹
二
郎

石
　
田
　
勝
　
弘

菊
　
池
　
広
　
志

東
　
　
　
健
　
而

佐
　
賀
　
英
　
生

大
　
瀧
　
次
　
男

半
　
田
　
義
　
秋

富
　
岡
　
　
　
修

原
　
田
　
敏
　
匡

山
　
本
　
留
　
義

佐
々
木
　
隆
　
徳

工
　
藤
　
祥
　
子

横
　
垣
　
成
　
年

目
　
時
　
睦
　
男

川
　
下
　
八
十
美

◆議案第 13号  むつ市職員の給与の特例
に関する条例の一部を改正する条例

◆議案第 15 号  むつ市国民健康保険税
条例の一部を改正する条例

◆議案第 27 号  平成 28 年度むつ市一般
会計予算

◆議案第 28 号  平成 28 年度むつ市国民
健康保険特別会計予算

◆議案第 34 号  平成 28 年度むつ市水道
事業会計予算

原案
可決 22：3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○

◆議員提出議案第 1号  むつ市議会議員
定数条例の一部を改正する条例

原案
可決 23：2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○

※○は賛成、●は反対、「欠」は欠席または採決の際に不在の者、「退」は退席、「除」は除斥（地方自治法第117条の規定により、審議事件と一定の利害関
係を有するため審議に参与することができない者）、議長（浅利竹二郎）は採決に加わらない　（全議員 26名　採決対象議員数 25名）

◆議案第 10 号  むつ市特別職職員の給与に関する条例の一
部を改正する条例

◆議案第 11 号  地方教育行政の組織及び運営に関する法律
の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に
関する条例の一部を改正する条例　

◆議案第 12 号  むつ市議会議員の議員報酬及び費用弁償に
関する条例の一部を改正する条例

◆議案第 14 号  むつ市税条例の一部を改正する条例
◆議案第 16 号  むつ市指定地域密着型サービスの事業及び
指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及
び運営に関する基準等を定める条例及びむつ市介護老人
保健施設条例の一部を改正する条例

◆議案第 17 号  むつ市防災会議条例及びむつ市災害対策本
部条例の一部を改正する条例

◆議案第 18 号  むつ市過疎地域自立促進計画について
◆議案第 22 号  平成 27 年度むつ市国民健康保険特別会計補
正予算

◆議案第 23 号  平成 27 年度むつ市下水道事業特別会計補正
予算

◆議案第 24 号  平成 27 年度むつ市公共用地取得事業特別会
計補正予算

◆議案第 25 号  平成 27 年度むつ市魚市場事業特別会計補正
予算

◆議案第 26 号  平成 27 年度むつ市水道事業会計補正予算
◆議案第 29 号  平成 28 年度むつ市後期高齢者医療特別会計
予算

◆議案第 30 号  平成 28 年度むつ市介護保険特別会計予算
◆議案第 31 号  平成 28 年度むつ市下水道事業特別会計予算
◆議案第 32 号  平成 28 年度むつ市公共用地取得事業特別会
計予算

◆議案第 33 号  平成 28 年度むつ市魚市場事業特別会計予算
◆議案第 35 号  むつ市立学校設置条例の一部を改正する条例
◆議案第 36 号  平成 27 年度むつ市一般会計補正予算
◆報告第１号  専決処分した事項の報告及び承認を求めるこ
とについて（むつ市税条例等の一部を改正する条例の一部
を改正する条例）

→

全会一致で原案可決･同意･承認となった案件及び報告のみ
の案件：３月10日採決　【除斥：佐々木隆徳（議案第19号）、
採決時不在３：川下八十美（議案第21号）、冨岡幸夫（報告第
２号～７号）、村中徹也（議案第21号、報告第２号～７号）】
◆議案第 19 号  むつ市監査委員に選任する者につき同意を
求めることについて

◆議案第 20 号  人権擁護委員の候補者に推薦する者につき
意見を求めることについて

◆議案第 21 号  平成 27 年度むつ市一般会計補正予算
◆報告第２号  専決処分した事項の報告について（和解及び
損害賠償の額を定めることについて）

◆報告第３号  専決処分した事項の報告について（和解及び
損害賠償の額を定めることについて）

◆報告第４号  専決処分した事項の報告及び承認を求めるこ
とについて（平成 27 年度むつ市一般会計補正予算）

◆報告第５号  専決処分した事項の報告について（和解及び
損害賠償の額を定めることについて）

◆報告第６号  専決処分した事項の報告及び承認を求めるこ
とについて（平成 27 年度むつ市一般会計補正予算）

◆報告第７号  専決処分した事項の報告及び承認を求めるこ
とについて（平成 27 年度むつ市一般会計補正予算）

全会一致で原案可決･承認となった案件：３月18日採決　【採
決時不在１： 村中徹也（議案第１号～４号まで）】
◆議案第１号  むつ市行政不服審査条例
◆議案第２号 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備
に関する条例

◆議案第３号  むつ市職員の退職管理に関する条例
◆議案第４号  地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部
を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

◆議案第５号  むつ市地域基盤安定化基金条例
◆議案第６号  むつ市地域福祉計画策定委員会条例
◆議案第７号  むつ市消費生活センターの組織及び運営等に
関する条例

◆議案第８号  むつ市特定用途制限地域内における建築物等
の用途の制限に関する条例

◆議案第９号  むつ市職員の給与に関する条例の一部を改正
する条例

議会だより
２０１６．５
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★
燧
岳
周
辺
地
域
地
熱
開
発
関
連
事
業
費

○
質
疑
　
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
調
査
事
業
に
９
割
く

ら
い
の
補
助
が
あ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
が
、

今
後
も
こ
れ
く
ら
い
の
高
い
割
合
で
補
助
金

が
来
る
の
か
。

　
　

燧
岳
の
事
業
の
中
で
燧
岳
地
熱
大
学
を
開

催
と
あ
る
が
、
そ
の
事
業
の
中
身
は
。

○
答
弁
　
新
年
度
の
約
４
億
８
０
０
０
万
円
の
補

助
は
Ｊ
Ｏ
Ｇ
Ｍ
Ｅ
Ｃ
（
独
立
行
政
法
人
石
油
天

然
ガ
ス
・
金
属
鉱
物
資
源
機
構
）か
ら
で
、
今

回
の
掘
削
調
査
ま
で
の
補
助
と
な
っ
て
い
る
。

　
　

大
学
に
つ
い
て
は
、
平
成
26
年
度
か
ら
研

究
会
等
を
開
催
し
て
き
た
が
、
一
方
的
に

情
報
を
伝
え
る
講
演
等
で
は
な
く
、
今
後
は

こ
れ
を
少
し
広
げ
た
形
で
地
元
町
内
会
、
温

泉
事
業
者
や
一
般
の
市
民
を
対
象
に
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
等
も
取
り
入
れ
な
が
ら
、
今
後
の

２
次
、
３
次
利
用
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く

と
い
う
主
旨
で
の
開
催
を
考
え
て
い
る
。

★
本
庁
舎
屋
上
防
水
改
修
工
事
費

○
質
疑
　
現
在
の
庁
舎
と
な
っ
て
７
年
ほ
ど
と
思

わ
れ
る
が
移
転
時
に
工
事
は
や
っ
て
い
な
か
っ

た
の
か
。
ま
た
、今
後
の
改
修
工
事
の
予
定
は
。

○
答
弁
　
庁
舎
移
転
時
に
屋
上
防
水
シ
ー
ト
は

改
修
し
て
い
な
か
っ
た
。
庁
舎
の
建
物
は
竣

工
後
20
年
が
経
過
し
て
平
成
25
年
度
か
ら
雨

漏
り
が
発
生
し
て
い
る
現
状
に
あ
る
こ
と
か

ら
、
財
政
状
況
も
考
慮
し
２
か
年
で
の
工
事

を
予
定
し
て
い
る
。

　
　

今
後
の
改
修
予
定
に
つ
い
て
は
、
自
動
火

災
報
知
器
や
冷
温
風
吹
き
出
し
口
の
更
新
等

挙
げ
ら
れ
る
。　

★
下
北
ジ
オ
パ
ー
ク
構
想
推
進
事
業
費

○
質
疑
　
新
年
度
の
予
算
１
５
８
６
万
６
０
０
０

　

円
は
協
議
会
の
負
担
金
だ
と
思
う
が
、
認
定

の
見
回
り
に
つ
い
て
は
、
当
市
で
も
市
民
か

ら
の
通
報
や
苦
情
等
を
受
け
る
こ
と
は
あ
る
。

　
　

パ
チ
ン
コ
を
す
る
こ
と
が
イ
コ
ー
ル
不
正

受
給
と
は
な
か
な
か
な
ら
ず
、
最
低
生
活
を

脅
か
さ
な
い
よ
う
な
扶
助
費
の
消
費
を
指
導

し
、
市
民
の
み
な
さ
ま
に
理
解
い
た
だ
け
る

よ
う
な
不
正
受
給
者
対
策
に
努
め
て
い
き
た

い
と
考
え
て
い
る
。

★
健
康
リ
ー
ダ
ー
育
成
事
業

○
質
疑　

リ
ー
ダ
ー
を
養
成
す
る
講
習
等
の
詳

細
と
想
定
さ
れ
る
経
費
に
つ
い
て
。　

○
答
弁　

主
に
現
役
世
代
を
対
象
に
リ
ー
ダ
ー

を
育
成
す
る
補
助
事
業
で
あ
り
、
平
成
28
年

３
月
に
実
施
し
た
す
こ
や
か
隊
員
育
成
プ
ロ

グ
ラ
ム
を
受
講
し
修
了
し
た
方
が
新
年
度
に

お
い
て
健
康
活
動
を
行
う
こ
と
に
対
し
て
助

成
す
る
事
業
で
あ
る
。

　
　

す
こ
や
か
隊
員
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
下
北

文
化
会
館
で
時
間
は
１
日
の
コ
ー
ス
を
予
定

し
て
お
り
、
こ
の
コ
ー
ス
を
修
了
し
た
方
が

地
域
や
職
場
、
グ
ル
ー
プ
等
で
い
ろ
い
ろ
な

健
康
活
動
を
行
い
、
そ
の
活
動
の
申
請
に
対

し
て
助
成
を
す
る
経
費
と
な
っ
て
い
る
。

★
勤
労
青
少
年
ホ
ー
ム
管
理
運
営
費

○
質
疑　

建
設
後
何
年
経
過
し
、
年
間
ど
れ
だ

け
の
利
用
が
あ
る
の
か
。
ま
た
、
今
後
の
施

設
の
方
向
性
は
ど
う
な
る
の
か
。

○
答
弁　

昭
和
46
年
に
建
築
さ
れ
今
年
で
45
年

目
を
迎
え
か
な
り
老
朽
化
し
て
い
る
。
利
用

状
況
は
26
年
度
で
８
１
２
９
名
に
ご
利
用
い

た
だ
い
て
い
る
。

　
　

今
後
は
市
の
施
設
の
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
の
検
討
の
中
で
老
朽
化
し
た
施
設

の
方
向
性
を
定
め
て
い
く
こ
と
に
な
る
も
の

と
考
え
て
い
る
。

　平成28年度の一般会計・特別会計・企業会計の各予算は、議長を除く全議員で構成された
予算審査特別委員会（委員長：菊池光弘議員・副委員長：原田敏匡議員）の場で審査されました。
このページでは、予算審査特別委員会での質疑内容について、その一部をご紹介します。
　予算審査特別委員会の審査の結果は、一般会計予算および国民健康保険特別会計予算、水
道事業会計予算については、それぞれ委員１名より反対討論がありましたが、賛成多数で可決
すべきものと決定し、ほかの特別・企業会計予算については、全会一致で可決すべきものと決
定いたしました。（平成28年度のむつ市の予算の概要につきましては、広報むつ４月号（3月
25日発行）または、市ホームページをご覧ください。）

予算審査特別委員会予算審査特別委員会での審査内容についてご紹介します。

予算審査特別委員会
菊池 光弘 委員長

平成28年度 むつ市一般会計予算 329億 1,400万円を可決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　( 前年度比 1.7％の増 ）
　・特 別 会 計　　165億 9,975万 9000円　前年度比   0.8％の減
　・水道事業会計　 39億     236万 2000円　前年度比10.1％の増

さ
れ
た
場
合
に
追
加
の
補
正
予
算
等
が
計
上

さ
れ
る
の
か
。

○
答
弁
　
予
算
の
中
身
は
負
担
金
５
０
０
万
円

の
ほ
か
、
認
定
以
後
の
事
業
の
推
進
等
も
考

慮
し
、
ジ
オ
パ
ー
ク
推
進
員
の
報
酬
、
旅
費
等
、

そ
の
他
の
費
用
も
含
ま
れ
て
い
る
。

　
　

新
年
度
は
こ
の
予
算
の
中
で
事
業
を
進
め

て
い
く
予
定
で
補
正
等
は
考
え
て
い
な
い
。

★
エ
フ
エ
ム
む
つ
放
送
エ
リ
ア
拡
大
事
業
補
助
金

○
質
疑
　
合
併
後
10
年
が
経
過
し
た
が
、
難
聴

地
域
は
ど
れ
く
ら
い
あ
る
の
か
。

○
答
弁
　
現
在
の
世
帯
の
カ
バ
ー
率
は
84
・
３
％

で
、
難
聴
地
域
は
、
川
内
地
区
で
は
湯
野
川
・

畑
、
大
畑
地
区
は
赤
川
・
奥
薬
研
・
薬
研
、

脇
野
沢
地
区
で
は
九
艘
泊
と
な
っ
て
い
る
。

　
　

ほ
か
に
一
部
難
聴
区
域
と
し
て
川
内
地
区

は
蠣
崎
・
宿
野
部
・
戸
沢
、
大
畑
地
区
は
木

野
部
、
脇
野
沢
地
区
で
は
小
沢
・
蛸
田
と
な

り
、
こ
の
区
域
に
つ
い
て
は
事
業
者
と
カ
バ
ー

率
を
増
や
す
よ
う
適
宜
協
議
し
て
い
る
。

★
公
立
保
育
所
解
体
撤
去
工
事
費

○
質
疑
　
解
体
工
事
費
の
内
訳
は
。
ま
た
、
市

の
施
設
で
統
廃
合
し
た
学
校
等
、
ま
だ
ま
だ

解
体
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
施
設
が
あ
る
と

思
う
が
、
こ
の
度
さ
っ
そ
く
保
育
所
を
解
体

す
る
理
由
は
。　

○
答
弁
　
こ
の
撤
去
費
用
は
横
迎
町
保
育
所
と

新
町
保
育
所
で
、
こ
の
２
か
所
は
借
地
で
賃

借
料
が
必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
早
期
の
解
体

と
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
★
生
活
保
護
費

○
質
疑　

不
正
受
給
者
対
策
と
し
て
見
回
り
対
策

を
す
る
な
ど
の
報
道
が
あ
る
が
、当
市
の
対
策
は
。

○
答
弁　

新
聞
報
道
等
の
あ
っ
た
パ
チ
ン
コ
店

議会だより
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★
街
路
灯
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
事
業
事
業

○
質
疑　

新
年
度
は
小
・
中
学
校
通
学
路
の
安

全
確
保
の
た
め
増
設
す
る
と
あ
る
が
、
何
基

ぐ
ら
い
増
設
す
る
の
か
。
ま
た
平
成
28
年
度

で
全
て
終
え
る
こ
と
に
な
る
の
か
。

○
答
弁　

設
置
場
所
等
に
つ
い
て
は
今
後
検
討

す
る
こ
と
と
な
る
が
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
と
し
て

は
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
で
４
月
中
に
プ
レ
ゼ
ン

テ
ー
シ
ョ
ン
、
５
月
中
に
最
優
秀
提
案
者
を
決

定
し
６
月
中
に
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ（
エ
ス
コ
）契
約
を
締

結
。Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
の
工
事
を
10
月
頃
ま
で
に
行
い
、

最
終
的
に
は
11
月
１
日
か
ら
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
サ
ー
ビ

ス
を
開
始
す
る
予
定
で
考
え
て
い
る
。

★
公
園
施
設
長
寿
命
化
対
策
事
業
費

○
質
疑　

全
国
的
に
公
園
の
施
設
が
老
朽
化
し
、

当
市
で
は
運
動
公
園
、
金
谷
公
園
を
中
心
に

更
新
を
行
う
と
あ
る
が
、
ど
の
よ
う
な
計
画

と
な
る
の
か
。

○
答
弁　

平
成
25
年
度
に
策
定
し
た
公
園
施
設

長
寿
命
化
計
画
に
基
づ
き
都
市
公
園
の
遊
具

等
の
更
新
を
図
る
も
の
で
、
平
成
32
年
度
ま

で
の
５
か
年
で
、
遊
具
、
ト
イ
レ
、
噴
水
等

の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
　

新
年
度
は
利
用
頻
度
の
高
い
む
つ
運
動
公

園
の
遊
具
お
よ
び
金
谷
公
園
の
遊
具
を
整
備

す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
今
後
の
予
定
に
つ

い
て
は
計
画
に
基
づ
き
整
備
を
進
め
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
る
。

★
河
川
維
持
費

○
質
疑　

有
志
の
団
体
等
が
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
で
草

刈
り
等
の
作
業
を
行
な
っ
て
い
る
が
、
市
内
で

何
団
体
が
活
動
し
て
い
る
か
把
握
し
て
い
る
の

か
。
ま
た
、
そ
れ
に
対
す
る
市
の
対
応
は
。

○
答
弁　

平
成
26
年
度
か
ら
道
路
・
水
辺
の
サ

ポ
ー
タ
ー
制
度
を
導
入
、
現
在
７
団
体
の
登

録
を
い
た
だ
き
、
毎
年
、
河
川
、
道
路
脇
の

草
刈
り
等
を
実
施
い
た
だ
い
て
い
る
。

　
　

道
具
や
燃
料
等
も
全
て
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
で

対
応
い
た
だ
い
て
い
る
が
、
そ
の
活
動
状
況

等
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て
お
り
、
今

後
、
広
報
む
つ
等
で
の
広
報
も
検
討
し
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

★
小
学
校
整
備
事
業
費

○
質
疑　

苫
生
小
学
校
ト
イ
レ
改
修
工
事
と
あ

る
が
、
今
後
の
計
画
等
は
ど
う
な
る
の
か
。

○
答
弁　

現
在
学
校
の
洋
式
ト
イ
レ
の
割
合
は
、

小
学
校
で
38
％
、
中
学
校
で
28
％
で
あ
り
、
教

職
員
用
も
含
め
る
と
全
体
で
36
％
で
青
森
県
全

体
の
割
合
と
ほ
ぼ
同
じ
割
合
と
な
っ
て
い
る
。

　
　

学
校
の
洋
式
ト
イ
レ
化
を
望
む
声
は
年
々

大
き
く
な
っ
て
き
て
お
り
、
学
校
の
老
朽
化

に
よ
る
各
種
改
修
工
事
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
考

え
な
が
ら
毎
年
少
し
ず
つ
洋
式
ト
イ
レ
に
変

更
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

★
新
体
育
館
整
備
事
業
費

○
質
疑　

総
事
業
費
は
ど
れ
く
ら
い
で
、
ラ
ン

ニ
ン
グ
コ
ス
ト
は
ど
れ
く
ら
い
と
見
込
ん
で

い
る
の
か
。
ま
た
、
国
や
県
か
ら
の
補
助
金

の
予
定
は
ど
う
な
る
の
か
。

○
答
弁　

平
成
27
年
度
は
基
本
構
想
・
基
本
計
画

を
策
定
中
で
あ
る
が
、
そ
の
中
の
概
算
で
総
事

業
費
は
約
40
億
円
と
積
算
し
て
い
る
。
ラ
ン
ニ

ン
グ
コ
ス
ト
の
積
算
は
ま
だ
で
き
て
お
ら
ず
、

平
成
28
年
度
以
降
の
基
本
設
計
、
実
施
設
計
で

明
ら
か
に
な
る
も
の
と
理
解
し
て
い
る
。

　
　

補
助
金
に
つ
い
て
は
平
成
28
年
度
予
算
で

は
地
方
債
、
合
併
特
例
債
を
予
定
し
て
い
る

が
、
今
後
、
建
設
に
向
け
他
の
補
助
金
や
交

付
金
等
を
得
る
た
め
最
大
限
の
努
力
を
し
て

い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

予算審査特別委員会 予算審査特別委員会は3月10日、11日、14日に開催されました。

－特別会計についての審査状況－
★国民健康保険特別会計　
○質疑　被保険者の減少により保険給付費が 2億 5000 万円ほど
減っているが、それ以外の市の健康増進の取り組みが反映され
たと考えているか。

○答弁　一人当たりの医療費はおよそ25万円程度で1000 人ほど
被保険者が減少していることが大きな要因ではあるが、ジェネ
リック医薬品の普及が平成 27年 11月現在で 57％と国の指標
とする60％に迫る数字となっていることと、その他にも、昨年
の春から実施した健康マイレージ事業などの健康増進事業の取
り組みなどにより、きちんとした調査をしているわけではない
が診療実日数も少し下がってきていることが要因になっている
のではと考えている。

★介護保険特別会計
○質疑　財政調整基金繰入金が 2900 万円ほど増えて7000 万円ほ
どとなっているが、現在の基金残高と今後の対応はどうなるのか。

○答弁　平成 26年度決算時の財政調整基金は約２億円で、これ
から7000万円を繰り入れすると１億 3000万円の残となる。こ
れについては平成 29年度までの第６期計画の中での繰入総額
の範囲内であり、今後の対応については、平成 30年度からの
第７期計画の中で基金の在り方や保険料の改定等も併せて検討
していくこととなる。

★下水道事業特別会計
○質疑　平成28年度予算のうち事業収入１億 4500万円であるが
普及率はどれくらいとなっているのか。また、歳出のうち総務
管理費が 2億 2400 万円で、管理費といってもいろいろあると

特別会計等の内訳

会計名 予算額 前年度比
国民健康保険特別会計 78億 264 万 5000 円 4.5％減

後期高齢者医療特別会計 4億 7,872 万 3000 円 4.5％減

介護保険特別会計 61億 2,898 万 9000 円 2.5％増

下水道事業特別会計 14億 2,516 万 9000 円 8.7％減

公共用地取得事業特別会計 198 万 9000 円 99.1％減

魚市場事業特別会計 7億 6,224 万 4000 円 152.1％増

水道事業会計 39億 236 万 2000 円 10.1％増

思うが、これを賄うためにはどれだけの普及率が必要なのか。
○答弁　平成 28年度の接続率は 48.1％を見込んでいる。また、総
務管理費を賄うとなると下水処理場等の維持管理費を賄うことと
なり、60％を目指すことになるが、今の整備面積では足りず、今
後 350ヘクタールの整備が必要となってくるものと考えている。

★水道事業会計　
○質疑　平成 28年度の予算は値上げが反映された予算なのか。
また、値上げの総額と地域、対象の人数は何人になるのか。

○答弁　平成 28年５月が料金統一の最終改定期日となっている
ことから、改定後の料金を反映した予算となっている。

　　改定の地域は旧大畑町地区で、平成 28年２月の実績による
と3105 件が改定となる予定で、税込みで 1531万円の影響額
となる。各戸の用途や口径により増額とならない世帯も43％あ
るが、平均的なモデルケースで月額 211円の負担増となる。

議会だより
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●質問　タバコ・「敷地内全
面禁煙」の敷地の範囲と
は。

●答弁　本庁舎、川内・大畑・脇野沢の各
庁舎、学校教育施設、図書館、公営企業
局等々の駐車場を含む全ての敷地が対象。
他の市有地や指定管理施設には、今後利
用者の意見等、状況を考慮しながら市の
取り組みにご理解を得て協力を要請する

●質問　タバコ・「敷地内全面禁煙」の目的
と喫煙者対策について。

●答弁　健康づくり宣言の推進および健康
増進法に基づく受動喫煙防止の観点から、
まず市役所職員が敷地内禁煙を率先する
ことで健康意識の模範となれるような措
置を講ずることとした。健康意識向上を
目的としているため罰則規定は設けない
こととし、また市職員採用時の条件にも
しない。

●質問　高齢者世帯の見
守りには地域の絆が必
要と思うが今後の対策を問う。

●答弁　リーダーを育成し、町内会単位
で簡単な体操やヨガ等、健康寿命を延
ばす取り組みや、直接人とふれあう交
流の場を増やしていきたいと思う。

●質問　若者のひきこもり問題につい
て、就職活動や人間関係のつまずきも
一定の割合を占めているが、今後の対
策を問う。

●答弁　県内民間支援団体の調査では、
社会からの疎外感や将来への不安を訴
える声があり、気軽に相談できる窓口
を求める意見が多かった。県と連携を
取り相談しやすい環境を整えていく。

※上記のほか「ジオパークについて」、
「国際交流について」 の質問がありま
した。

●質問　現在、早掛沼公園
内の歩道は舗装されておら
ず、車椅子を必要とする方には多目的トイ
レまでの道程も困難であることから「早掛沼
公園のバリアフリー化」について要望する。

●答弁　新たに障害者駐車スペースを設け、
多目的トイレまでの園路の補修を行う。
園路の整備については来年度から着手す
るみどりの基本計画を策定する中で、早
掛沼公園も含めたむつ市全体の公園整備
の在り方について、人口減少と持続可能
な財政運営を踏まえながら検討していく。

●質問　地酒による乾杯条例制定について。
●答弁　地酒だけではなく、特産品も含め
た条例制定に向け着手しており、新設す
るシティプロモーション推進課にて継続
して検討作業を行う。

※上記のほか「財政について」 の質問があ
りました。

村中 徹也 議員濵田 栄子 議員原田 敏匡 議員

●質問　新体育館は国体の
公式試合もできるととも
に、同時に国体の競技も誘致すべきと
思うが。

●答弁　新体育館については、国体も含
め公式試合ができるような施設にした
いと考えており、また、開催地となる
べく努力もしていく。

●質問　各分庁舎を２部門にする理由に
ついて。

●答弁　各分庁舎には産業建設、市民福
祉、管理の３課があるが、改編により、
産業建設課が担う産業、経済、建設分
野の施策部分を本庁舎に集約し、市全
体を見据えた施策展開をする。大畑地
区に建設中の新魚市場を除き、分庁舎
が所管する 81 施設の管理運営を本庁
舎に移管する。分庁舎をなくすことは
想定していない。

●質問　ひとり親の児童も
一般児童と同様に医療費
現物給付の実現をすべき。

●答弁　ひとり親家庭が困難な状態にあ
るのは承知している。現物給付には国
保会計の補助金削減を伴い、国・県の
動向を見ながら研究する。

●質問　病気回復期に保育園、学校等を
休む等に利用できるファミリーサポー
ト支援を、旧むつ市地区以外でも利用
できるように拡充すべき。

●答弁　働く親への子育て支援事業とし
て周知に努め支援したい。

●質問　分庁舎組織の改革で住民への影
響は。

●答弁　産業建設課を集約し、活力ある
地域発展を目指していく。窓口業務は
そのままでサービス低下にはならな
い。

●質問　企業誘致について。
●答弁　企業誘致は経済活
性化に即効性がある。市の地理的状況
などは厳しいが、地域の特性に合った
企業誘致を目指したい。今後も積極的
にトップセールスを行う。

●質問　東京オリンピックに関連する「ホ
ストタウン」への対応をどのように考
えているか。

●答弁　現段階では、特定の相手国を想
定していないので「ホストタウン」登録
に係る手続きには及んでいないもの
の、ボート競技および建設を進めてい
る総合アリーナとしもきた克雪ドーム
を核とする「スポーツスクエア」を活用
した事前キャンプ地誘致に取り組む。

※上記のほか「先行取得している旧田名
部駅線路敷地の利用計画について」 の
質問がありました。

佐賀 英生 議員工藤 祥子 議員大瀧 次男 議員

●質問　シティプロモーション推進課創設の狙い
と役割は。

●答弁　これからの自治体間競争を勝ち抜くた
め、シティプロモーションという新たな取り
組みにより、むつ市の知名度と好感度を高め、むつ市の魅力
を国内はもとより海外に発信することで、世界に開かれたむ
つ市の形成につなげるため創設する。あらゆる地域資源を見
つめ直し、価値を再構築し、ブランド化、高付加価値化をす
るのが役割で、むつ市を稼げる地域とすることを目的として
いる。より新しい戦略を構築し、イノベーションの核となる
よう努めていく。

※上記のほか「財政について」、「教育行政について」 の質問があ
りました。

中村 正志 議員
●質問　開湯 400 年の薬研温泉で、古畑旅館の業
務停止に続きホテルニュー薬研閉館検討の報道
がある。薬研温泉の今後の観光振興をどう考え
ているのか。

●答弁　下北全体を見据えた観光のあり方、方向性を考慮しつつ、
ニーズを十分分析し事業を進めていく考えである。

●質問　ホテル閉館となれば従業員 50 人以上が雇用の場を失い
地域がますます活力を失う。雇用確保に対策を講ずべきでは
ないか。

●答弁　運営主体である十和田観光電鉄が再就職等の斡旋をすべ
きものと考えている。

※上記のほか「行政運営について」、「貸切バス新運賃制度運用対
策について」、「原子力行政について」 の質問がありました。

目時 睦男 議員

一般質問このページでは一般質問の内容を一部要約してご紹介します。(議員が作成した原稿により掲載しています。)

議会だより
２０１６．５
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●質問　地方創生につい
て。①子育て世代のサ
ポートとして子育てケアプランを作成
できないか。

●答弁　妊娠中から就学するまでの子
育てケアプランを子育てケアマネー
ジャーが中心となり作成し、市の制度
や支援メニューを基に相談に応じる制
度施策であり、先進事例を参考に照査
する。

●質問　②地方創生に必要な人材や企業
を逆指名できないか。

●答弁　地方創生に積極的に取り組む市
町村に対し、意欲と能力のある国家公
務員や大学研究者、民間人材を市町村
長の補佐役として派遣する地方創生人
材支援制度に応募している。

●質問　２月に市長は国へ
の要望に行きました。市
民からは「事故も収束していない、原発
事故の避難者が 10 万人もいるのに原子
力推進とは何を考えているんだ。避難
者に対し失礼ではないのか」などという
強い憤りの声が上がっています。原発
事故避難者の心情を考えれば、国へ原
子力推進の要望はするべきではありま
せん。要望は原子力推進の要望だった
のか。

●答弁　「安全確保を大前提として原子力
発電および核燃料サイクルの着実な推
進」、「建設工事や操業等の大幅な延期
が自治体の事業や地域経済に影響を及
ぼさない新たな財源対策の実施」など
４項目の要請を行った。

※上記のほか「ジオパークについて」、「財
政について」 の質問がありました。

東　健而 議員斉藤 孝昭 議員横垣 成年 議員

一般質問 3月 4日、7日、8日、９日の 4日間で、14人の議員が一般質問を行いました。

　むつ市議会では、平成 28年２月15日から17日の日程で、⑴下北半島縦貫道路の整備促進について、⑵海上自衛隊大湊基地港内等の浚渫
及び艦艇配備についての２項目について国への要望活動を行いました。
　15日は国土交通省東北地方整備局と防衛省東北防衛局、16日は青森県選出国会議員へ要望、国土交通省では津島淳国土交通大臣政務官
を訪問、下北地域住民の長年の強い願いである下北半島縦貫道路の整備促進について地域の実情を説明し、むつ～横浜間の未着手区間の新
規事業化について強く訴えてきました。
　また、防衛省では、江渡聡徳衆議院議員とともに黒江哲郎防衛事務次官を訪問、長年にわたり共
存共栄の関係にあり強い信頼関係を築いてきた自衛隊に対してのさらなる協力を約束し、海上自衛隊
大湊基地港内等の浚渫と艦艇配備について早期実現を図っていただくよう要望し、終了後は、武居智
久海上幕僚長を表敬訪問し、地元住民の強い期待と思いを伝えてまいりました。
　むつ市議会では、今後も、関係省庁等に対して働きかけを行い、要望事項の実現に向け取り組ん
でまいります。

国への要望活動を行いました　～浅利竹二郎議長を団長に各会派等からの代表10名の議員団を結成～

●質問　道路ストック総点検
事業の進捗状況について。

●答弁　平成 25 年度に、市道全線にお
いて事前調査を実施、平成 28 年度か
ら計画的に整備を進めていくこととし
ている。

●質問　路面下空洞調査を実施する予定
はあるか。

●答弁　次回点検時の平成 31 年度にお
いて、路面下空洞調査も含め最新の調
査方法を取り入れ検討していきたいと
考えている。

●質問　観光・防災Wi-Fi ステーション
整備事業について。

●答弁　今後、Wi-Fi の普及・利用状況な
どを踏まえ、整備の必要性および活用に
ついて研究していきたいと考えている。

※上記のほか「観光振興について」、「18 歳選
挙権導入について」 の質問がありました。

●質問　リサイクル燃料備蓄
センターの事業者の課題は。

●答弁　核燃料施設等に係る新規制基準に
基づき、全社一丸となって適合性審査の対
応に取り組み、徹底した安全確保と市民の
皆様の安心につながるよう情報の開示や説
明責任をしっかり果たして地域との信頼関
係の構築につとめていただきたい。

●質問　オフサイトセンターの現状と課題は。
●答弁　旧原子力安全・保安院がまとめた「オ
フサイトセンターの在り方に関する基本的
な考え方」に、原子力発電所以外の施設につ
いては示されておらず、現時点で着工時期
は不透明な状況である。当市としてもあら
ゆる場面を通じオフサイトセンターの早期
建設を国に働きかけ、市庁舎、むつ警察署
を含めた一体的な防災拠点を実現させたい。

※上記のほか「防衛施設周辺対策事業に
ついて」 の質問がありました。

●質問　燧岳周辺の地熱発
電の調査結果とエネル
ギーの活用方法および来年度以降の調
査計画は。

●答弁　地熱貯留層が存在する可能性の
ある箇所が判明。熱水を利用し、栽培
や養殖への活用や道路融雪への利用が
考えられる。来年度以降は平成 28 年
度は小赤川中流域で掘削調査を、平成
29 年度は蒸気の噴出試験を行う予定で
発電規模などを推定する。

●質問　低投票率対策として中央公民館、
来さまい館、むつ総合病院への期日前
投票所の増設と投票弱者対策として投
票所までの送迎バスの運行を考えよ。

●答弁　バスでの送迎や期日前投票所の
増設は、投票所の在り方や人員の確保、
経費のことも含めて今後研究してい
く。

菊池 光弘 議員山本 留義 議員石田 勝弘 議員

●質問　大湊高校川内校舎
存続の課題は。

●答弁　青森県立高等学校将来構想検討会議から県への
答申では１学年４学級以上を基本としているが、通学困
難な事情を抱える地域には一定の配慮を示している。

●質問　地元就職の人数と割合は。
●答弁　市全体の卒業生 625 名のうち地
元就職者は職業安定所の調査とそれ以
外も含め 231 名で 37％となっている。

●質問　卒業生の流出対策は。
●答弁　原子力関連企業誘致と第２種免状
取得講習会を開き就職促進対策を進める。

●質問　校舎が避難所に指定されている
が生徒の減少で存続が懸念されるが。

●答弁　存続することを期待する。
●質問　専門科設置の県への要望は。
●答弁　専門科への希望者が少ないこと
から要望は難しい。

※上記のほか「クラウドファンディングの利用促進について」 の質問がありました。

議会だより
２０１６．５
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【
総
務
教
育
常
任
委
員
会
】

○
３
月
10
日
付
託
議
案
審
査

　

総
務
教
育
常
任
委
員
会
に
付
託
さ
れ
た
14
議
案
・

１
報
告
に
つ
い
て
関
係
部
長
等
の
出
席
を
求
め
審
査

を
行
い
、
議
案
第
13
号
む
つ
市
職
員
の
給
与
の
特
例

に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

は
、
反
対
討
論
が
あ
っ
た
が
賛
成
多
数
で
原
案
の
と

お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
し
、
ほ
か
13
議
案
、

１
報
告
に
つ
い
て
は
全
会
一
致
で
原
案
の
と
お
り
可

決
・
承
認
す
べ
き
も
の
と
決
定
し
た
。

（
委
員
会
審
査
に
お
け
る
主
な
る
質
疑
）

 

・
議
案
第
３
号　

む
つ
市
職
員
の
退
職
管
理
に
関

す
る
条
例

Ｑ
再
就
職
者
に
よ
る
働
き
か
け
を
離
職
後
２
年
間

禁
止
す
る
と
の
こ
と
で
あ
る
が
、
再
任
用
職
員

の
取
り
扱
い
は
ど
う
な
る
の
か
。

Ａ
再
任
用
期
間
終
了
後
の
２
年
間
が
対
象
と
な
る
。

 

・
議
案
第
13
号　

む
つ
市
職
員
の
給
与
の
特
例
に

関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

Ｑ
若
手
職
員
へ
の
配
慮
は
。

Ａ
そ
う
い
う
議
論
も
あ
っ
た
中
で
、
管
理
職
職
員

に
つ
い
て
は
管
理
職
手
当
の
50
パ
ー
セ
ン
ト
減

額
を
実
施
し
て
い
る
こ
と
を
考
慮
し
た
結
果
で

あ
る
。

 

・
議
案
第
14
号　

む
つ
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例

Ｑ
減
免
の
要
件
と
徴
収
猶
予
し
た
場
合
の
延
滞
金
に

つ
い
て
。

Ａ
減
免
の
要
件
に
つ
い
て
は
、
災
害
等
の
被
害
に

遭
っ
た
り
所
得
が
極
端
に
落
ち
込
ん
だ
り
し
た

場
合
に
該
当
す
る
場
合
が
あ
る
。
ま
た
、
徴
収

猶
予
し
た
場
合
の
延
滞
金
に
つ
い
て
は
、
本
条

例
に
基
づ
い
た
基
準
を
満
た
し
た
場
合
は
加
算

さ
れ
な
い
。

【
そ
の
他
の
活
動
】

○
所
管
事
務
調
査

 

・
今
後
の
市
内
小
・
中
学
校
の
統
廃
合
に
つ
い
て

【
産
業
建
設
常
任
委
員
会
】

○
３
月
10
日
付
託
議
案
審
査

　

産
業
建
設
常
任
委
員
に
付
託
さ
れ
た
５
議
案

に
つ
い
て
関
係
部
長
等
の
出
席
を
求
め
審
査
を
行

い
、
５
議
案
全
て
に
つ
い
て
全
会
一
致
で
原
案
の

と
お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
し
た
。

（
委
員
会
審
査
に
お
け
る
主
な
る
質
疑
）

 

・
議
案
第
７
号　

む
つ
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
の

組
織
及
び
運
営
等
に
関
す
る
条
例

Ｑ
消
費
生
活
相
談
員
資
格
試
験
に
合
格
し
た
者
は

市
内
に
何
名
い
る
の
か
、
ま
た
、
同
等
以
上
の

専
門
的
な
知
識
お
よ
び
能
力
を
有
す
る
者
と
は

何
を
基
準
に
判
断
す
る
の
か
。

Ａ
資
格
を
有
す
る
者
に
つ
い
て
は
市
で
直
接
把
握

し
て
い
な
い
が
、
青
森
県
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

に
登
録
を
し
て
い
る
資
格
保
有
者
は
１
名
で
あ

り
、
ま
た
、
同
等
以
上
の
専
門
的
な
知
識
お
よ

び
能
力
を
有
す
る
と
認
め
る
者
と
は
、
県
で
行

な
っ
て
い
る
専
門
的
な
知
識
の
研
修
な
ど
一
定

期
間
の
研
修
を
終
え
た
者
と
し
て
い
る
。

 

・
議
案
第
８
号　

む
つ
市
特
定
用
途
制
限
地
域
内

に
お
け
る
建
築
物
等
の
用
途
の
制
限
に
関
す
る

条
例

Ｑ
住
宅
地
域
の
幹
線
道
路
沿
い
は
、
都
市
計
画
法

に
定
め
る
準
防
火
地
域
に
該
当
す
る
の
か
。

Ａ
準
防
火
地
域
に
は
該
当
し
な
い
。

【
そ
の
他
の
活
動
】

○
所
管
事
務
調
査

 

・
田
名
部
ま
ち
な
か
団
地
用
地
取
得
後
の
現
況
に

つ
い
て

 

【
民
生
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任
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会
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○
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10
日
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託
議
案
審
査

　

民
生
福
祉
常
任
委
員
会
に
付
託
さ
れ
た
４
議
案

に
つ
い
て
関
係
部
長
等
の
出
席
を
求
め
審
査
を
行

い
、
議
案
第
15
号
む
つ
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て
は
、
反
対
討

論
が
あ
っ
た
が
賛
成
多
数
で
原
案
の
と
お
り
可
決

す
べ
き
も
の
と
決
定
し
、
ほ
か
３
議
案
に
つ
い
て

は
全
会
一
致
で
原
案
の
と
お
り
可
決
す
べ
き
も
の

と
決
定
し
た
。

（
委
員
会
審
査
に
お
け
る
主
な
る
質
疑
）

 

・
議
案
第
６
号　

む
つ
市
地
域
福
祉
計
画
策
定
委

員
会
条
例

Ｑ
第
４
条
の
各
号
に
掲
げ
る
福
祉
関
係
団
体
と

は
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
団
体
を
指
す
の
か
。

Ａ
例
と
し
て
は
、
第
１
号
の
児
童
福
祉
関
係
団
体

で
は
保
育
園
や
幼
稚
園
な
ど
、
第
４
号
の
健
康

福
祉
関
係
団
体
で
は
食
生
活
改
善
推
進
員
協
議

会
や
学
校
保
健
会
な
ど
、
第
５
号
の
社
会
福
祉

関
係
団
体
で
は
民
生
委
員
児
童
委
員
協
議
会
な

ど
の
団
体
を
想
定
し
て
い
る
。

 

・
議
案
第
15
号　

む
つ
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

Ｑ
医
療
給
付
に
関
す
る
部
分
は
引
き
下
げ
と
な
り
、

後
期
高
齢
者
支
援
金
、
介
護
納
付
金
に
関
す
る
部

分
が
引
き
上
げ
と
な
っ
て
い
る
理
由
に
つ
い
て
。

Ａ
医
療
給
付
の
部
分
に
つ
い
て
は
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ

ク
医
薬
品
の
普
及
、
受
診
率
の
低
下
に
よ
り
医

療
費
の
伸
び
率
が
縮
小
さ
れ
た
ほ
か
、
前
期
高

齢
者
交
付
金
等
の
税
外
収
入
が
増
額
さ
れ
た
た

め
引
き
下
げ
に
な
り
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
、

介
護
納
付
金
の
部
分
に
つ
い
て
は
、
一
人
当
た

り
の
負
担
額
が
増
え
て
い
る
た
め
引
き
上
げ
に

な
っ
た
。

【
そ
の
他
の
活
動
】

○
所
管
事
務
調
査

 

・
む
つ
市
新
体
育
館
の
建
設
に
つ
い
て

常任委員会活動報告各常任委員会での審査内容や委員会の活動についてご紹介します。

※議会だよりでお知らせした内容の詳細については、今後ホームページ等で公表される会議録をご覧ください。

　
編
集
後
記

　

桜
の
便
り
も
聞
こ
え
、
む
つ
下
北
に
例
年
よ
り

早
い
春
が
訪
れ
て
い
ま
す
。
３
月
定
例
会
は
平
成

28
年
度
予
算
を
中
心
に
審
議
さ
れ
ま
し
た
。

　

今
定
例
会
で
キ
ー
ワ
ー
ド
に
な
っ
た
の
が「
市
民

の
声
」で
あ
り
ま
し
た
。
そ
の
ニ
ー
ズ
の
本
質
を
的

確
に
把
握
し
市
政
に
反
映
す
る
こ
と
は
、
議
会
に

と
っ
て
最
重
要
課
題
で
あ
り
ま
す
。
た
だ
し「
市
民

の
声
」と
言
っ
た
と
き
、
大
多
数
で
は
な
く
、
ご
く

一
部
の
時
も
間
々
あ
り
ま
す
。

　

全
体
最
適
と
部
分
最
適
。
機
械
な
ど
部
分
の
総

和
が
全
体
で
あ
る
も
の
は
、
部
分
最
適
の
累
積
が

全
体
最
適
に
な
り
ま
す
が
、
人
間
社
会
で
は
そ
う

は
い
き
ま
せ
ん
。
最
適
化
の
難
し
い
と
こ
ろ
で
す
。

「
何
を
目
的
に
す
る
か
」に
よ
っ
て
そ
の
答
え
は
変

わ
り
ま
す
。

　

意
志
決
定
に
当
た
り
、
部
分
的
に
不
利
益
を
被

る
人
た
ち
へ
の
配
慮
は
大
切
で
す
が
、
全
体
最
適

の
視
点
か
ら
判
断
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で
し
ょ

う
。ご意見・ご感想はこちらまで

むつ市議会広報広聴委員会（議会事務局内）
〒035-8686　青森県むつ市中央一丁目８番１号
　　　　　　　　　　　　　　0175-22-1111
【広報広聴委員会　委員名簿】
◎委員長　横垣成年　○副委員長　中村正志
　目時睦男、石田勝弘、菊池光弘
　佐賀英生、斉藤孝昭、濵田栄子

【むつ市議会ホームページ】
 H http://www.city.mutsu.lg.jp
　　　　のバナーから アクセスしてください。

議会だより
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